
  平成 26 年 4 月 17 日 

新制度の施行に向けた地方自治体と国における今後の作業等について 
 内閣府子ども・子育て支援新制度施行準備室 

以下のスケジュール等や作業内容は、あくまで現時点での想定であり、今後の検討状況により、変更や追加がありえる。 

事項 自治体における当面の作業等 国の主な作業日程 

〇 事業計画 

 

＜～26年3月＞ 

① 地方版子ども・子育て会議の設置・検討 

（参考）設置状況について(２月２８日時点)【精査中】 
 

 設置措置済み 今後対応予定 会議体を置かない 方針未定 合計 

全体 １４８１団体 (82.8%) ２７５団体 (15.4%) １９団体 (1.1%) １４団体 (0.8%) １７８９ 団体 

 １１月 1日時点 １２７１団体 (71.0%) ４８６団体 (27.2%) １５団体 (0.8%) １７団体 (1.0%) １７８９ 団体 

都道府県 ４１ 団体 ６ 団体 ０ 団体 ０ 団体 ４７ 団体 

市区町村 １４４０ 団体 ２６９ 団体 １９ 団体 １４ 団体 １７４２ 団体 

 うち政令市 ２０ 団体 ０ 団体 ０ 団体 ０ 団体 ２０ 団体 

 うち中核市 ４２ 団体 ０ 団体 ０ 団体 ０ 団体 ４２ 団体 

  

 

（参考）ニーズ調査状況について（2月28日時点）【精査中】 
 

 実施済み 実施準備中 方針未定 実施しない 合計 

全体 １６５０団体(94.7％) ８３団体 (4.8%) ５団体 (0.3%)  ４団体 (0.2%) １７４２ 団体 

 11月 1日時点 ４０９団体(23.5％) １３２０団体 (75.8%) ９団体 (0.5%)  ４団体 (0.2%) １７４２ 団体 

 うち政令市 ２０ 団体 ０ 団体 ０ 団体 ０ 団体 ２０ 団体 

 うち中核市 ４２ 団体 ０ 団体 ０ 団体 ０ 団体 ４２ 団体 

  
 
 

 

 

 

＜26年1月～3月＞ 

○量の見込みの集計の手引きを提示。 

 （1月20日）   

○公定価格の骨格の提示（3月28日） 

○地方版「子ども・子育て会議」の取

組事例に関する調査報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ニーズ調査の実施→結果取りまとめ 

③ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」を

検討、都道府県・国に報告。 

※ 適宜市町村・都道府県間で調整。 

 

資料１－１ 

 1 



  平成 26 年 4 月 17 日 
＜26年４月～９月＞ 

④ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の「確保方策」等を 

検討、都道府県に報告。 

※ 適宜市町村・都道府県間で調整。 

※「確保方策」は２６年９月末までに中間的にとりまとめ 

         

        

＜26年１０月～＞ 

⑥「量の見込み」「確保方策」に基づき、認可・確認等の事前準備 

 

⑦ パブコメ等の必要とされる手続。都道府県との調整。 

 

＜27年３月＞ 

⑧ 確定 

 →都道府県は内閣総理大臣に、市町村は都道府県に提出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜26年４月＞ 

○２６年４月時点の量の見込みの提出

依頼 

＜26年5月頃＞ 

○仮単価の提示 

＜26年6月頃＞ 

○施設の意向調査の実施依頼 

 

（参考） 

四半期ごと等の都道府県が定める一定の期間ごとに、市町村計画の

作成の進捗状況等を都道府県に報告。 

(想定される時期の例) 

～２５年末  ニーズ調査の結果報告(単純集計の報告） 

～２５年度末 計画に定める「量の見込み」の報告 

～２６年度第１四半期 

（既存施設の移行希望調査等も踏まえ、確保方策について随時情報交換） 

～２６年度第２四半期 計画に定める「確保方策」の報告 

 

⑤既存の施設に対して、新制度への意向の意思
などを調査・確認 
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○ 各種基準等 

・新幼保連携型認定こども園認

可基準 

・地域型保育事業認可基準 

・運営基準（確認制度） 

・放課後児童健全育成事業 

基準 

・支給認定（保育の必要性の

認定） 

 

＜2６年 9 月まで＞ 

 

 

 

 

 

 

＜26 年 10 月以降＞ 

・ 支給認定事務、施設、事業者の認可・確認事務開始。 
 

＜26 年 2 月～4 月＞ 

○自治体に仮案文を提示 

 

＜26 年 4 月末目途＞ 

○政省令を公布 

○ 費用・利用者負担 

 

【市町村】 

 

 

＜26 年４月以降＞ 

費用・利用者負担の検討。 

利用者負担の区分内容・枠組みの概要について、周知等を開始。 

 

 

 

 

＜26 年度終盤＞ 

 27 年度予算で、国の定める公定価格等を踏まえ、費用・利用

者負担等の確定（条例制定等） 

 

＜25 年度末＞ 

○3 月 28 日の子ども・子育て会議

合同会議において骨格案の取りま

とめ 

 

＜26 年 5 月頃＞ 

○仮単価の提示（施設の意向調査） 

 

＜26 年度後半＞ 

○27 年度政府予算案決定、国会で

の予算案審議を経て、公定価格を

確定。 

・ 可能な限り早期（できれば 6 月議会）に条例を制定し、
事業者等に周知。 
※保育の必要性の認定は条例等を策定。 

・ 事業計画の策定・調整の過程において、施設・事業者

の確認。定員見込みの中間とりまとめ。 
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○ 幼保連携型認定こど

も園教育・保育要領 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜26 年度中（中央説明会後）＞ 

 

＜26 年 4 月末目途＞ 

○告示制定 

 

＜26 年７月＞ 

○説明会の実施 

 幼保連携型認定こども園教育・保

育要領中央説明会 

①7 月 17 日（東京）、②7 月 18 日（大阪） 

③7 月 23 日（福岡） 

 

＜26 年秋頃目途＞ 

○解説書を刊行 

○ 保育緊急確保事業 

 

実施団体は、平成 26 年度予算を確保し、平成 26 年度事業として

実施。（特定市町村は、実施する事業を市町村保育計画に定めて実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 26 年４月 10 日 事前協議書の提出 

 

 

 

＜26年2月＞ 

○実施要綱案・交付要綱案の提示 

 （2 月 26 日） 

 

＜26 年 3 月＞ 

○事前協議書の提出依頼 

 

＜26 年 4 月＞ 

○関係政令・内閣府令の公布 

（4 月 1 日） 

 

 

関係者への周知・説明等を行う 

（参考） 

総事業費 2,307 億円（国 1,043 億円 地方 1,264 億円） 

 ①「待機児童解消加速化プラン関連事業」 

 ②地域子ども・子育て支援事業に移行する事業（先行的な支援） 

（平成 25 年 12 月 25 日付事務連絡 

 「平成 26 年度予算編成における子育て支援関連予算の取扱いに

ついて」参照 
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 26 年 6 月下旬  交付申請書の提出 

 

＜26 年 5 月＞ 

○交付要綱・実施要綱の発出 

○事前協議に基づく内示・交付申請

の提出依頼 

 

＜26 年９月頃＞ 

○交付決定 

○ 制度管理システム 

 

【支給認定・確認関係のシステム】 

（１）パッケージソフトを導入する場合 

25 年４月～  業者等との相談、システム化範囲の検討、 

調達仕様書の検討 

25 年 10 月～ 業者選定 

26 年１月～  導入、テスト運用 

26 年 10 月～ 運用開始 

 

（２）独自システムを構築する場合 

25 年４月～  業者等との相談、システム化範囲の検討、 

仕様書検討、業者選定 

25 年 7 月～  設計 

26 年１月～  構築、テスト運用 

26 年 10 月～ 運用開始 

 

 

 

 

 

 

＜25 年 10 月＞ 

○内閣府において市町村のシステム

で管理する情報を出力し、国の構

築するシステムへ入力する際の統

一的な出力規格（以下「インター

フェース仕様」という。）を検討

し、支給認定状況管理、特定教育・

保育施設等情報管理に関するイン

ターフェース仕様（初版）を提示。 

＜25 年秋～26 年 1 月＞ 

○保育の必要性の認定、確認制度の

システムに関わる部分を提示 
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【請求審査・支払関係のシステム】 

（１）パッケージソフトを導入する場合 

～26 年４月  システム化範囲の検討、調達仕様書の検討、 

業者選定（※） 

26 年７月～  導入、テスト運用 

27 年４月～  システムの運用開始 

（※）別途調達する場合でも、26 年 4 月までに業者選定を行う 

ことが必要 

 

（２）独自システムを構築する場合 

～26 年４月  システム化範囲の検討、仕様書の検討、 

        業者選定、設計（※） 

26 年７月～  構築、テスト運用 

27 年４月～  運用開始 

（※）別途調達する場合でも、25 年 10 月までに検討を開始し、 

年明け早々には、業者選定を行うことが必要 

 

【国構築システムへの認可情報等のデータ移行】 

＜26 年秋頃～＞ 

 移行対象データ（設置者・事業者情報及び施設・事業所情報）

の提出 

＜26 年４月末＞ 

○交付金管理、認可・業務管理体制

管理を含めたインターフェース仕

様（最終版）を提示予定 

 

 

 

＜26 年夏頃＞ 

○事業者・事業所データの提供依頼、

フォーマットの提示（電子情報を

保有している場合に使用） 

 

○随時、設置者・事業者番号、施設・

事業所番号の通知 
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〇 自治体における実

施体制 

施行に向けた準備作業のための体制整備 

＜26 年９月まで＞ 

【都道府県等】 

・幼保連携型認定こども園に関する合議体の設置（条例設置） 

 

【都道府県・市町村】 

・幼保連携型認定こども園に関する教育委員会の意見を聴取すべ

き事項の規則制定 

・私立幼稚園等の事業者等からの照会窓口の設置・明示 

 

【都道府県・市町村】 

＜27 年度まで＞ 

・給付、国の窓口一元化に対応できる体制の構築準備（27 年度から

給付の支出等は内閣府へ一元化） 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成 26 年 4 月＞ 

○事業者等からの照会窓口の設置 

 

＜平成 27 年４月＞ 

○内閣府に子ども・子育て本部を設   

 置 
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○ 新制度に関する広報・ 

周知 
 

 

＜26 年度中＞ 

 時期に応じた利用手続き等、詳細の計画的な周知、広報の実施 

（例） 

・ 各自治体における広報誌などを通じての住民への周知（地

方版子ども・子育て会議の検討状況、利用申し込みに向けた

情報提供等） 

・ 幼稚園、保育所、認定こども園等の関係者への説明会等 

 ※新制度シンボルマークを広報にご活用ください（利用の詳細は内閣府ま

でお問合せください） 

 ※平成 26 年３～5 月に新たなパンフレットを配布。パンフレット(「子ど

も・子育て支援新制度 なるぼどＢＯＯＫ」)は内閣府 HP からダウンロ

ードできます。

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/event/publicity/n

aruhodo_book.html 

＜26 年 3 月＞ 

一般向けパンフレット（「子ども・

子育て支援新制度 なるほどＢＯ

ＯＫ」）の作成 

 

＜２６年度＞ 

○一般向けフォーラム（全国５ヶ所

予定）等の開催（予定） 

 6 月 28 日（神戸） 

 8 月 2 日（福島） 

 9 月 23 日（名古屋） 

 10 月 25 日（大宮） 

 11 月 30 日（広島） 

○今後、事業者向けパンフレットの

作成、育児雑誌等への広告の掲載

など、時期に応じた多様な周知・

広報を展開 

○施行準備の進捗状況に応じて自治

体向けの説明会を実施、都道府県

の主催による市町村向け説明会へ

の職員の派遣 
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（参考） 

【子ども・子育て会議関係資料】･･･子ども・子育て支援新制度（子ども・子育て会議） 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/index.html 

【放課後児童クラブの基準に関する専門委員会関係資料】…社会保障審議会児童部会 放課後児童クラブの基準に関する専門委員会 

                     http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000008f07.html#shingi126710 

【幼保連携型認定こども園保育要領（仮称）関係資料】…幼保連携型認定こども園保育要領（仮称）の策定に関する合同の検討会議 

                     http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/048/index.htm 

                     http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000008f07.html#shingi126718 

【自治体向け説明会関係資料】…子ども・子育て支援新制度（自治体向け説明会等） 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/administer/index.html 

○ その他 
【税制改正】 

＜26 年度＞ 

  

 

 

 

 

 

【その他】 

＜26 年度以降＞ 

・ 必要に応じて、子ども・子育て支援法第 87 条各項に基づく過

料を科する規定を設けるための条例を制定 

・ 必要に応じて、公私連携幼保連携型認定こども園・公私連携型

保育所（保育所型認定こども園）の設置法人への設備の無償・安

価な貸付・譲渡（議会で議決） 

【税制改正】 

＜25 年度＞ 

○26 年度税制改正において所要の

措置（別添参照） 

＜26 年度＞ 

○幼保連携型認定こども園等に係る

不動産取得税の非課税措置（26

年度から適用） 

 （4 月 1 日付で通知を発出） 

○27 年度税制改正要望 

・税制改正の内容について、事業者等に周知。 
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